答　　　　申

審査会の結論

　北九州市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１７年３月１５日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

①　「平成１４年１月頃に(有)○○○代表取締役○○○○氏より入札談合の行為者として（社）○○○○協会理事長名の工事受注の取り決め、公共工事受注順番表などの投書がなされたと記録された書類。北九州市総務局総務部長宛」

②　「平成１４年１月頃に(有)○○○代表取締役○○○○氏より入札談合の行為者として（社）○○○○協会理事長名の工事受注の取り決め、公共工事受注順番表などの投書がなされたと記録された書類。北九州市建築都市局住宅部長宛」
③　「平成１４年１月頃に(有)○○○代表取締役○○○○氏より入札談合の行為者として（社）○○○○協会理事長名の工事受注の取り決め、公共工事受注順番表などの投書がなされたと記録された書類。北九州市中部建設事務所所長宛」

④　「平成１４年１月頃に(有)○○○代表取締役○○○○氏より入札談合の行為者として（社）○○○○協会理事長名の工事受注の取り決め、公共工事受注順番表などの投書がなされたと記録された書類。北九州市小倉北建設事務所所長宛」

⑤　「平成１４年１月頃に(有)○○○代表取締役○○○○氏より入札談合の行為者として（社）○○○○協会理事長名の工事受注の取り決め、公共工事受注順番表などの投書がなされたと記録された書類。北九州市若松建設事務所所長宛」

⑥　「平成１４年１月頃に(有)○○○代表取締役○○○○氏より入札談合の行為者として（社）○○○○協会理事長名の工事受注の取り決め、公共工事受注順番表などの投書がなされたと記録された書類。北九州市八幡西建設事務所所長宛」

２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１７年３月２８日付で、行政文書の全部について開示を行わない旨の決定（①平成１７年３月２８日付北九契管第３２６号、②同日付北九契管第３２７号、③同日付北九契管第３２８号、④同日付北九契管第３２９号、⑤同日付北九契管第３３０号及び⑥同日付北九契管第３３１号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書不開示決定通知書を平成１７年３月２８日に受領した。

３　異議申立人は、平成１７年４月１３日、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により、本件処分を不服として、実施機関に対し異議申立てを行った。

第２　異議申立人の主張要旨　

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）総務局総務部長、建築都市局住宅部長、中部建設事務所所長、小倉北建設事務所所長、若松建設事務所所長、八幡西建設事務所所長（以下「総務部長等」という。）に対して本件請求を行ったが、契約室からの行政文書不開示決定は不自然である。
（２）契約室が公正取引委員会へ通知した文書の存在は分かっている。その通知だけがあって投書を受け付けたことを記録する書類が不存在であることから、投書そのものの存在について疑問を持っている。

（３）投書送付先の各部署に問合せたところ、その半数以上が投書を受けていないとのことであった。投書自体が無く、公正取引委員会への通知は契約室の捏造と疑っている。
（４）（社）○○○○協会理事長として総務部長等に投書の事実の有無を確認する責任があるので異議申立を行うものである。
（５）公正取引委員会に通報するような重大な事件であり、裁判が継続中であるのに破棄処分するのはおかしい。この投書文書を確認したのは誰なのか、破棄処分をしたのは各部局なのか契約室なのか明確にすべきである。
（６）本件請求の対象文書を文書整理簿と特定していない。文書整理簿と決めつけたことについて疑念を抱いている。
第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨　

　　　

　　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　平成１４年１月頃に投書がなされたのであれば、平成１３年度の文書整理簿に記載される。文書整理簿は共通文書分類表により保存期間が１年とされており、本件請求時点においては既に破棄され保有していないため、不開示としたものである。
２　本件行政文書については、北九州市文書規程（昭和３８年２月１０日訓令第２号。以下「文書規程」という。）第１０条で、「文書主任は、各課に直接到達した文書を収受したときは、文書整理簿に所定事項を記入しなければならない。」と定められているため、投書がなされたと記録された書類を文書整理簿と特定したものである。

３　契約室の事務分掌は、北九州市事務分掌規則（昭和４３年規則第７５号。以下「分掌規則」という。）第３条で「入札参加資格の審査及び登録に関すること。契約違反の処理に関すること。」等と定められており、談合が独占禁止法違反となる場合は本市における指名停止の対象となるため、契約室では談合情報の収集等を行っている。

４　契約室以外の部署に対する投書であっても、契約室が契約担当課である談合情報に関する文書は、契約室に送付されて受け付けられ、契約室の文書整理簿に記載されることになる。
　５　異議申立てがあった後、念のため文書整理簿以外の文書の検討を行ったが、それ以外に対象となる文書はなかった。

　６　異議申立人は、入札談合の疑いがある行為者として名指しされている団体の代表者として確認する必要があると主張する。このことは、条例の解釈やその規定違反を主張しているものではない。
７　以上のとおり、本件処分は、条例の規定に合致しており、本件異議申立てには理由がないものと考える。

第４　審査会の判断　

　　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を具体的に検討した結果、以下のように判断する。
　
１　本件行政文書の概要等

（１）本件開示請求は、総務部長等あての投書がなされたと記録された書類の開示を求めたものである。
　　

　（２）処分庁は、本件行政文書を文書整理簿と特定し、それが廃棄され保有していないため、不開示としたものである。
　２　本件行政文書の特定について
　　　異議申立人は本件行政文書を文書整理簿と特定していないと主張する。
　　　開示請求書に具体的な行政文書の名称の記載がなかった場合には、開示請求において特定される行政文書の範囲は、その記載内容に基づいて合理的に理解し得る範囲において幅広くとらえるべきである。

本件開示請求において、処分庁は、分掌規則により総務部長等あての投書であっても、契約室が契約担当課である談合情報に関する文書は、契約室に送付されて受け付けられる。また、文書規程において各課で文書を収受したときは文書整理簿に記入しなければならないとの規定があるため、総務部長等あての投書がなされたと記録された書類を契約室の文書整理簿と特定したと説明する。

送達文書の意思表示の効力発生時期について、民法は到達主義によることを原則としており、市に到達した文書も到達主義の原則が適用される。このため、収受文書の取扱いについて、文書規程で明確に規定しているものと考えられる。また、この取扱いは、市において一般的な取扱いとして定着していたものと認められる。

したがって、分掌規則及び文書規程に基づき総務部長等あての投書がなされたと記録された書類を契約室の文書整理簿と特定したことについて、不自然、不合理な点は見受けられない。

さらに、既に特定された行政文書以外に本件請求の対象となる行政文書が存在するか否かであるが、異議申立てがあった後、念のため文書整理簿以外の文書の検討を行ったが、それ以外に対象となる文書はなかったとの処分庁の説明は不自然であるということはできず、文書整理簿以外にそのような文書が存在することをうかがわせる事情を認めることもできない。

以上により、総務部長等あての投書がなされたと記録された書類を文書整理簿と特定したことについては、妥当と認められる。
　３　本件行政文書の廃棄について

　　　異議申立人は、公正取引委員会に通報するような重大な事件であり、裁判が継続中であるのに破棄するのはおかしいと主張する。

文書整理簿は、文書の配布を受けた際に、その文書の受付番号の設定や処理経過を記載するために利用するものであり、この文書整理簿の目的を考えると、保存期間を経過したことにより既に破棄されていたとの実施機関の説明に、不自然、不合理な点は見受けられない。
　　　したがって、廃棄され保有していないため、不開示としたことは妥当と認められる。
　４　異議申立人のその他の主張について

　　　異議申立人は、投書そのものの存在について疑問を持っていると主張する。
異議申立人は、開示請求で投書そのものを対象としていなかったようにもうかがえるが、仮に特定された請求であったとしても、特定の個人の名を挙げて、行政文書の開示請求をすることになるものであり、開示請求のあった行政文書が存在しているかどうかを答えること自体が、特定の個人が投書をしたかどうかという事実の有無を明らかにすることになり、不開示とすべき個人情報を開示することとなるため、これについては行政文書の存否を明らかにしないで、開示請求を拒否することとなる。

５　結論
以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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